
川崎北労働基準監督署 安全衛生課



神奈川県内の労働災害の推移
（休業４日以上の死傷者数）



川崎市内の労働災害の推移
（休業４日以上の死傷者数）



川崎市内の社会福祉施設における労働災害の推移
（休業４日以上の死傷者数 新型ウイルスへのり患によるものを除いたもの）



川崎市内の社会福祉施設における労働災害の事故の型別発生状況
（令和４年休業４日以上の死傷者数 新型ウイルスへのり患によるものを除いたもの）



社会福祉施設における安全衛生管理体制

安全衛生管理体制

施設の規模（労働者数）に応じて、衛生管理者・産業
医や衛生推進者を選任する必要があります。

労働者が５０人以上の施設では、衛生委員会を毎月
開催し、労働者の健康保持増進対策や過重労働によ
る健康障害防止、メンタルヘルス対策などを労使で協
議し、議事録は３年間保存しなければなりません。

衛生委員会を開催する必要がない施設では、労働
者の意見を聴くための機会を設ける必要があります。



転倒災害防止



３つの転倒予防



転倒のリスクをチェックしましょう



転倒予防のための適切な靴の選定



転倒リスク評価セルフチェック



転倒予防の体操
厚生労働省ＨＰ

「いきいき健康体操」

神奈川労働局ＨＰ
ころばＮＩＣＥかながわ体操



＜労働衛生管理体制＞



作業管理のポイント
１ 福祉機器の利用
腰痛予防に有効な福祉機器としては、リフト、スライディ
ングマシン、スライディングボード、スライディングシート、
取っ手付き補助ベルトなどがあります。



作業管理のポイント

２ 作業姿勢と動作
作業姿勢と動作のポイント
① 同一作業や姿勢が長く続かない、変化のある作業計画を立てます

② 動作時は腰椎の生理的な前弯（最大に腰椎を反った状態から少し
戻し、前弯が残っている状態）を保ちます



作業管理のポイント
③ 座位時は腰椎の生理的な前弯を保った姿勢を保ちます

④ 作業対象物や利用者を体に近づけて作業します



作業管理のポイント
⑤ 作業面の高さに注意します

⑥ 低い姿勢になるときは膝を曲げます



作業管理のポイント
⑦ 長時間座って作業することは避けます

⑧ 起床後すぐに腰を曲げた姿勢で作業をすることはなるべく避けます

⑨ 体をねじった状態での負荷は避けます



作業管理のポイント

３ 作業標準の策定

作業標準とは仕事を行う上での手順や決め事のことで
す。作業標準は、使用する機器・設備、作業方法などの実
態に応じたものとし、利用者の身体の状態別、作業の種
類別の作業手順、職員の役割分担や時間管理、作業場
所を明確にする必要があります。

利用者の状態が変わったり、新しい機器や設備を導入し
たり、作業内容などに変更があったりしたときは、その都
度、見直す必要があります。



作業管理のポイント

４ 休憩、小休止・休息、睡眠

疲労の蓄積を抑えるために、休憩、小休止・休息、睡眠
を適切にとることが必要です。
施設内に休憩場所を確保しましょう。

５ その他
活動しやすい衣服、滑りにくく、脱いだり履いたりが容易
な靴、補装具などは腰痛予防に役立つことがあります。
補装具である腰部保護ベルトは、医師等の指導を受け、
正しい使用方法を理解して着用します。



作業環境管理のポイント

１ 温度

暖房設備が不十分な場合などの寒冷ばく露は、腰痛の悪
化をもたらす要因になりますので、仮眠や休憩をする部屋を
含めて、施設内の温度を適切に保つように努めます。また、
低温環境下では、保温のための衣服を着用させるとともに、
適宜、暖が取れるよう暖房設備を設けることが望まれます。

２ 照明
介護作業の場所、通路、階段、機械類などの形状が明瞭
に分かるように適切な照度を保ちます。



作業環境管理のポイント
３ 作業床面
転倒したり、つまづくと、労働者の腰部に瞬間的に過度な
負担がかかることから、作業床面はできるだけ凸凹がなく、
防滑性、弾力性、耐衝撃性および耐へこみ性に優れたもの
が望ましいところです。通常の作業場だけでなく、階段や通
路などにも広げて対策を講じます。

４ 作業空間
機器や設備のレイアウト上の問題や狭い作業空間なども
腰痛に関連したリスク要因になることから、動作に支障がな
いように、十分な広さの作業空間を確保します。

５ 設備の配置等
設備や機械を設置又は変更する場合は、労働者が適切な
作業位置、作業姿勢、高さ、幅などを確保することができる
よう配慮をすることが必要です



健康管理のポイント

１ 健康診断およびその結果に基づく事後措置

２ 腰痛健康診断

３ 作業前体操、腰痛予防体操の実施

４ 腰痛等の発症後の対応



労働衛生教育のポイント

作業に配置する際および必要に応じ、腰痛の予防のた
めの労働衛生教育を実施します。

①腰痛に関する知識
②作業環境、作業方法等の改善
③補装具の使用方法
④作業前体操、腰痛予防体操

労働衛生教育の講師としては、腰痛の予防について十
分な知識と経験を有する者（産業医など）が適当です。



厚生労働省ＨＰの動画教材・雇入れ時の安全衛生教育マニュアル



エイジフレンドリーガイドライン
労働災害の死傷者数は６０歳以上の労働者が占める割合が増加傾向にあります。
高年齢労働者の特性に配慮した職場環境を整備してください。


